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１，５００ＭＨｚ帯ＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局 
の無線設備（ＰＳＴＮ接続機能を含む。）標準規格 

（ＲＣＲ ＳＴＤ－２６） 

２.０版 改定履歴 
 

改定箇所 頁 改定 現行 改定理由 

まえがき  

まえがきの後に次の分を追
加する。 
注意 
無線設備規則の一部改正
（平成14年 12月 20日総務
省令第 124 号）が平成 14 年
12 月 20 日に公布・施行さ
れ、ＭＣＡ陸上移動通信を
行う無線局の無線設備の規
定から、1,500MHz 帯の周波
数が削除された。このため、
本標準規格に係る無線局
は、省令改正の施行の日現
在、ＭＣＡ陸上移動通信を
行う無線局の免許又は予備
免許を受けている者につい
ては経過措置の期限までは
利用可能であるが、それ以
外の者の利用は出来なくな
った。 
本標準規格は、既存の免許
人が利用可能な経過措置の
期限まで残すこととした。 

(略) 

平成 14 年 12
月 20 日総務
省令第 124 号
により、ＭＣ
Ａ陸上移動通
信を行う無線
局の無線設備
の規定から、
1,500MHz帯の
周波数が削除
されたため。 

１.４ 
準拠文書 

４ 

1.4 準拠文書 
本標準規格において、「施

行」とは電波法施行規則を、
「設備」とは無線設備規則
を、「告示」とは郵政省告示
を、「型式」とは無線機器型
式検定規則を、「技適」とは
特定無線設備の技術基準適
合証明に関する規則をい

1.4 準拠文書 
本標準規格におい

て、「施行」とは電波
法施行規則を、「設
備」とは無線設備規
則を、「告示」とは郵
政省告示を、「型式」
とは無線機器型式検
定規則を、「技適」と

同上 



 

 

う。 
注： 平成 14 年 12 月 20 日
に無線設備規則の一部改正
が行なわれ、ＭＣＡ陸上移
動通信を行う無線局の無線
設備の規定から、1,500MHz
帯の周波数が削除された。 
なお、同改正では次の附則
で経過措置が設けられてい
る。 

附則 （平成 14 年 12 月 20
日総務省令第 124 号）  

（施行期日） 
１ この省令は、公布の日か
ら施行する。 

２ （略） 
（経過措置） 
３ この省令の施行の際現
に免許若しくは予備免許
を受け、又は免許を申請
している、この省令によ
る改正前の設備規則第七
条第十一項第一号に規定
する MCA 陸上移動通信
を行う無線局のうち
1,465MHz を 超 え
1,468MHz 以 下 又 は
1,513MHz を 超 え
1,516MHz 以下の周波数
の電波を使用する無線局
の無線設備の条件につい
ては、この省令による改
正後の設備規則第七条、
第四十九条の七、第五十
七条の三、第五十八条、
別表第一号の規定にかか
わらず、平成十七年五月
三十一日までは、なお従
前の例による。 

は特定無線設備の技
術基準適合証明に関
する規則をいう。 



 

 

４ 前項の無線局の免許人
は、この省令の施行後に
おいても平成十七年五月
三十一日までは、改正前
の設備規則第七条第十一
項第一号に規定する
MCA 陸上移動通信を行
う 無 線 局 の う ち
1,465MHz を 超 え
1,468MHz 以 下 又 は
1,513MHz を 超 え
1,516MHz 以下の周波数
の電波を使用する無線局
を開設することができ
る。この場合において、
当該無線局の無線設備の
条件については、なお従
前の例による。 

５ この省令の施行の際現
に免許若しくは予備免許
を受け、又は免許を申請
している、この省令によ
る改正前の設備規則第七
条第十一項第一号に規定
する MCA 陸上移動通信
を行う無線局のうち
1,468MHz を 超 え
1,477MHz 以 下 又 は
1,516MHz を 超 え
1,525MHz 以下の周波数
の電波を使用する無線局
の無線設備の条件につい
ては、この省令による改
正後の設備規則第七条、
第四十九条の七、第五十
七条の三、第五十八条、
別表第一号の規定にかか
わらず、平成二十一年五
月三十一日までは、なお
従前の例による。 



 

 

６ 前項の無線局の免許人
は、この省令の施行後に
おいても平成二十一年五
月三十一日までは、改正
前の設備規則第七条第十
一項第一号に規定する
MCA 陸上移動通信を行
う 無 線 局 の う ち
1,468MHz を 超 え
1,477MHz 以 下 又 は
1,516MHz を 超 え
1,525MHz 以下の周波数
の電波を使用する無線局
を開設することができ
る。この場合において、
当該無線局の無線設備の
条件については、なお従
前の例による。 
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